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概要






































年 12 月より Microsoft によるクラウドサービス
（Live@edu/Oce365）を採用した，学生メールサー
ビスを運用している．本稿では，2 節でこれまでの









情報環境機構が 2005年 4月 1日に発足した．同機
構は，教育・研究向けの情報サービスを担当してい
た学術情報メディアセンターと，事務本部内の情報














































ユーザビリティ ◎ ○ ○
管理機能 ○ ◎ ×
契約の準拠法 カリフォルニア州法 国内法 国内法

































*5 移行前は 3 ブレード/4TB RAID/25,000 ライセンスの
オンプレミスシステムを運用していた．
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ID Windows Live Microsoft Online Services
認証連携 SSO Toolkit Shibboleth, ADFS
ライセンス 無償 有料プランあり
メールサーバー Exchange Online（Exchenge Server 2010相当）
メールボックス容量 10G/アカウント
ファイル共有 SkyDrive SharePoint Online
メッセージング Windows Messenger Lync Online
組織ロゴの追加 可能 不可能
SLA なし 有料プランのみ 99.9%








2012 年 4 月に学生用メールの愛称公募を行い，
329 の応募作品の中から「KUMOI（雲居; Kyoto




















*6 その他 Oce アプリケーションが利用できるプラ
ン A3，さらにエンタープライズボイス機能（自動
応答）が加わるプラン A4 がある．Oce365 の利
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ザ ID が Windws Live ID から Microsoft Online
Services ID に変更されることにより，学内統合認
証システムとWindows Live IDを同期する手順と













の Exchange Online 以外のサービスをどのように
利用するかという運用上の課題がある（図 5）．本
学では，オンライン会議アプリケーションである







トされた．本学は様々な Web システムの Shib-
boleth 連携を進めており，KUMOI についても
シングルサインオンが実現できる環境が整った．
































ザーは KUMOI を Web メール，すなわち Out-
look Web App(以下 OWA と記述する) から利用
しており，我々も OWA でのメール送受信を推





















MOI の 2012 年 4 月から 2015 年 3 月までの「到






到達率 = 該当月に OWAにログイン [転送設定済み有効な ECS-ID
























勝手に削除される (2012年 3月 26日，2013年
8月に修正)
Outlook Web App Lightになる原因が不明 アカウ
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図 7 Oce365 移行前の KUMOI のシステム構








明で PowerShell で変更可能 (2012 年 5 月 14












直してください．」が繰り返される (2012 年 6
月 5日，いつの間にか修正)
























継続的に要望し続けた結果，2015 年 3 月現在
は「カスタムテーマ」と呼ばれる機能があり改
善されている [9]．
Oce Web Appsによる編集ができない マイクロ
ソフトのクラウドサービスを利用する利点の
一つに，ブラウザによるOce文書の編集が挙







でも Oce Web Appsが使用できる．
ユーザーの意図しない言語に切り替わる 2013 年 9
月 17,18 日に，利用者より KUMOI の言語設
定がユーザーの意図しない言語に切り替わり，
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一旦他の言語になってしまうと日本語に戻せな
いという不具合が報告されている [10]．




















変わるはずのない UPNが書き換えられる (!) 前 項
の不具合と関連し，Wave15 へのアップグ
レード後，IMAP 接続時の認証リクエスト




り，IMAP 接続は可能であるが OWA のみ利
用できないユーザが不定数存在することになっ







































図 8 Wave15 における IMAP/SMTP 認証の流
れ．「6．認証リクエストとユーザ名の比較」で両
者が一致しなければフェデレーション失敗となる．



























































これが狭義の SLAにあたる [11, 12]．































る [11]．さらに，国内外ともに SLA を標準化する
取り組みも進みつつあり，現在は事業者の提示する
サービスレベルを受け入れるしかない状況が変化し






2012 年 8 月，DreamSpark（本学は Shibbo-
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図 9 \This account does not have an Outlook





















account does not have an Outlook Web App
Mailbox." と表示され（図 9），OWA にアク








側に設定されている．2012 年 11 月 9 日，


















\We need you to add some security info …"
Live@edu の認証基盤は Windows Live であ
る．2012 年 6 月上旬に行われた Windows
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